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令和７年度第 1 回いちき串木野市洋上風力発電調査研究協議会議事メモ 

日 時：令和 7 年 6 月 ９ 日（月）15：30～17：00  

場 所：いちき串木野市役所 防災センター会議室    

■参加者 

●委員 

串木野市漁業協同組合 代表理事組合長 

鹿児島県漁業協同組合 串木野市島平支所 支所運営委員長 

市来町漁業協同組合 代表理事組合長 

いちき串木野市まちづくり連絡協議会 本浦地区まちづくり協議会長 

いちき串木野市地域女性団体連絡協議会 副会長 

いちき串木野市地域女性団体連絡協議会 監事 

いちき串木野商工会議所 会頭 

NPO 法人鹿児島いちき串木野観光物産センター 理事長 

いちき串木野薩摩沖 次世代エネルギー推進協議会長 

（いちき串木野薩摩沖 次世代エネルギー推進協議会 事務局） 

南薩砂利(株) 代表取締役 

鹿児島県 エネルギー対策課 主幹 

（鹿児島県 エネルギー対策課 エネルギー高度化係 主査） 

いちき串木野市 副市長 

いちき串木野市 企画政策課長 

いちき串木野市 ｼﾃｨｾｰﾙｽ課長 

いちき串木野市 水産商工課長 

いちき串木野市 市民生活課長 

 

●オブザーバー 

独立行政法人ｴﾈﾙｷﾞｰ・金属鉱物資源機構 串木野国家石油備蓄基地事務所 所長 

日置市 総務企画部企画課 課長 

日置市 総務企画部企画課 ゼロカーボン推進係 係長 

（傍聴） 

薩摩川内市 経済シティセールス部 産業戦略課 産業グループ 

 

●事務局 

いちき串木野市 産業立地課 課長 

いちき串木野市 産業立地課 エネルギー・企業立地係 係長 

いちき串木野市 産業立地課 エネルギー・企業立地係 主事 

 

■欠席者 

（委員） 

羽島漁業協同組合 代表理事組合長 

いちき串木野市まちづくり連絡協議会 支え合う川南みんなの会長 

市来商工会 会長 

甑島商船(株) 取締役海務部長 

いちき串木野市 都市建設課長 

（オブザーバー） 

経済産業省 九州経済産業局 資源エネルギー環境部 電力・ガス事業課 課長 

江口漁業協同組合 

 

 

早﨑 達哉 

迫田 洋則 

大久保 光朗 

大西 隆志 

小原 文子 

宇都 トミ子 

勘塲 裕司 

久木山 睦男 

福留 進 

（代：小原雅史） 

北山 和博 

兼田 英雄 

（代：假屋将寿） 

出水 喜三彦 

山﨑 達治 

長崎 崇 

榎並 哲郎 

西久保 敏彦 

 

 

久保 博一 

園田 賢一 

井上 英樹 

 

山本 志優 

 

 

大平 博喜 

猪之鼻 友和 

齋藤 瑠汰 

 

 

 

平石 良博 

米園 仁志 

松下 明弘 

石原 義三 

吉見 和幸 

 

中島 功 

久木留 秀行 
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１．開会 
 
２．挨拶 
 
３．報告：「国への情報提供について」 

鹿児島県商工労働水産部エネルギー対策課エネルギー高度化係 主査 假屋 将寿 氏 
 

（県） 

 

 

⑴ いちき串木野市から漁業権内での洋上風力発電について提案があったが、賛否両論があ

り、引続き議論の必要があると判断し、昨年 5 月の情報提供は見送った。 

 

⑵ 今回一部の団体から懸念の声があるものの、これ以上更なる議論を深めるためには専門

的な知見不足していることから、国への情報提供を行い実務者会議や法定協議会での議論

が必要であると総合的に判断した。 

 

⑶ 県としては引続き研究会を開催し、先進地視察の実施や利害関係者から意見を聞く等

会員の理解を深めていきたい。 

 

⑷ 県研究会の開催時期は、１回目を秋頃に今回の情報提供の結果について、２回目を翌

３月頃、関係者の意見を伺い他の区域も含めての検討状況について報告を考えている。 

 
４．講話：「洋上風力発電の現状等について」 

経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギー課 係長 今冨 大輔 氏 

 

（委員 A） 

 

 

（国） 

 

 

 

 

（委員 B） 

 

（国） 

 

 

 

（委員 C） 

 

 

（国） 

 

 

 

インフレを背景にして事業の遅延や撤退が起こっていることについて。また、大型風車の国内

事業者の参入について。 

 

国としては事業が完了するよう諸環境整備を進めており、価格調整や保証金制度の見直

しを行っている。また、浮体式について現在議論しており、時期は未定だが浮体式に関係する

事業者のヒアリングを行い、サプライチェーンの構築の目標等を立てている。いずれにしても議論

中である。 

 

 準備区域と有望区域について再度確認したい。 

 

今年度準備区域に整理された場合、来年度も同じように国への情報提供が必要である。

有望区域に整理されなかったということは何らかの要件を満たしていなかったということになるた

め、再度調整のうえ国への情報提供が必要である。 

 

９月から 10 月で区域設定されると思うが、それまでの間、風況調査等の現地調査が行わ

れるのか。 

 

区域設定までの間に調査を実施することはない。セントラル方式については、第三者委員

会で議論されることになっているが、毎年３区域程度選定している。場所の選定は第三者委

員会で判断する。仮に鹿児島県が選定されれば、来年度から調査が実施されることになると

思う。 
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５．協議事項 

今後のスケジュールについて 

 

６．その他 

（事務局） 令和８年１月頃に第 2 回協議会を予定している。ご協力いただきたい。 

 

７．閉会 

 


